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地 域 内 フ ィ ー ダ ー 系 統 確 保 維 持 計 画  

 令和２年７月20日 

 庄原市地域公共交通会議 

地域内フィーダー系統確保維持計画の名称 

庄原市地域内フィーダー系統確保維持計画 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

庄原市の生活交通は、鉄道はＪＲ芸備線とＪＲ木次線、バス等は路線バスとこれを補完する

市営バス、地域生活バス、市街地循環バス、廃止代替バス、乗合タクシー、公共交通空白地有

償運送がある。これらの生活交通は、高齢者や児童生徒など自ら移動手段を持たない市民が日

常生活を営むために必要不可欠なものであり、高齢化が急速に進む本市においてその必要性は

ますます高くなっている。 

しかしながら、少子化・過疎化による利用者の減少や運転手の不足などにより、交通をめぐ

る環境は一段と厳しさを増しており、生活交通を確保するため、本市が負担する経費も多額と

なっている。 

このような状況の中、生活交通は地域の基本的な社会基盤であるとの視点で、生活交通はど

うあるべきかを見定めながら、地域や利用者の特性に応じた移動手段を継続して確保していく

ため、本市の生活交通確保のための指針として位置づける「庄原市生活交通再編ネットワーク

計画」を平成28年３月に策定し、この計画の主旨に沿って順次見直しを進めている。 

今回申請する下高野線は、平成25年４月から半年間実証運行を実施し、同年10月からの本格

運行を行っている。 

平成25年３月30日に開通した松江道への乗り換えにより、庄原市高野町や口和町地域から三

次市街地への速達性が格段に向上した。 

この路線は、庄原市高野町や口和町から、三次市中心部へ乗り入れる路線であり、広域圏か

ら三次市立三次中央病院への通院や三次市中心部での買い物などの移動手段として必要不可欠

な路線となっている。 

また、三次駅や三次バスセンターでの乗り継ぎにより、さらに広域的な移動が可能となるも

のである。 

 

２．地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・効果 

１．事業の目標 

平成25年４月から試験運行を経て同年10月に本格運行を開始したが、令和元年度の１便当

たりの利用者数は、5.9人となっている。この利用者数を基礎とし、１便当たりの利用者数5.9

人以上を目標とする。 

本市の高齢化率は42.4％と全国平均よりも高く、また、人口減少率は1.8％となっている。

下高野線沿線の高野町・口和町に限った場合、人口減少率は2.5％と、他の地域と比較しても

人口減少が著しく進んでいることから、今後も人口減少が進み利用者の減少が見込まれる。

したがって、現状維持を目標とし沿線の人口が減少するなかでも、利用促進を継続し利用者

数の堅持をめざすこととする。 

 

２．事業の効果 

運行経路とダイヤを見直すことで、地域住民や利用者のニーズに即した運行となり、庄原
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市高野町及び口和町から三次市中心部への移動手段がより便利となる。これにより通勤や通

学、通院、買い物等の利用度が高まる。 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

地域住民との勉強会をなどにより、利用実績に応じた利用促進策を検討する。 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の 

概要及び運行予定者 

地域公共交通確保維持事業費補助金交付要綱（以下、「補助金交付要綱」という。）「表１

」添付 

運行事業者の選定理由・・・運行の安全性、運行管理体制、営業所及び車庫との距離、利用

者への情報提供など総合的に判断して選定した。 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

補助対象経費から国庫補助額を差し引いた額は、庄原市が補助金として負担する。 

 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

(1) 下高野線・・・備北交通㈱ 

 

７．補助金の交付を受けようとする系統等に係る利用状況等の継続的な測定手法 

法定協議会を補助対象事業者としないため記載なし。 

 

８．別表１及び別表３の補助事業の基準ニただし書に基づき、協議会が平日１日 

当たりの運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

地域内フィーダー系統に係る地域公共交通確保維持事業のため記載なし。 

 

９．別表１及び別表３の補助事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の 

中心市町村に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

地域内フィーダー系統に係る地域公共交通確保維持事業のため記載なし。 

 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

地域内フィーダー系統に係る地域公共交通確保維持事業のため記載なし。 

 

11．外客来訪促進計画との整合性 

該当なし 

 

12．地域公共交通確保維持事業を行う地域の概要 

補助金交付要綱「表５」添付 
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13．車両の取得に係る目的・必要性 

車両の取得を行わないため記載なし。 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

車両の取得を行わないため記載なし。 

 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の負担者 

車両の取得を行わないため記載なし。 

 

16．老朽車両の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における 

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用 

した利用促進策） 

公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けないため記載なし。 

 

17．協議会の開催状況と主な議論 

(1) 庄原市地域公共交通会議開催状況 

平成30年６月25日 平成31～33年度地域内フィーダー系統確保維持計画について（合意） 

平成30年８月31日 地域内フィーダー系統確保維持計画について（変更）（合意） など 

平成31年１月10日 地域公共交通確保維持改善事業（生活交通ネットワーク計画）に関する 

事業評価について（書面）（合意） 

平成31年２月28日 路線バスの新規車両登録について など （合意） 

令和元年６月28日 令和２年度地域内フィーダー系統確保維持計画について（合意） 

令和元年８月23日 消費税率の変更に伴う市営バス使用料の見直しについて 

（書面）（合意） 

令和元年９月３日 庄原市先進過疎地対応型MaaS検討・実証事業について（合意） 

令和元年12月27日 自動車運転免許証自主返納者に対する運賃割引ついて（書面）（合意） 

令和２年１月10日 地域公共交通確保維持改善事業（生活交通ネットワーク計画）に関する 

事業評価について（書面）（合意） 

令和２年２月28日 区域運行の運賃登録について など （合意） 

令和２年７月20日 令和３年度地域内フィーダー系統確保維持計画について（合意） 

 

(2) 今後の庄原市地域公共交通会議の開催予定 

令和２年度 ５回開催予定 

 

18．利用者等の意見の反映状況 

沿線自治振興区へ出向いて、利用者からの意見を集約し、これらの意見への対応として、利

用者に分かりやすい運行ルート、ダイヤの見直しを行った。 
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19．協議会メンバーの構成 

 

区 分 役 職 等 備 考 

一般旅客自動車運送事業者の

代表者 

備北交通株式会社  

有限会社石田タクシー  

住民又は利用者 自治振興区連合会 

庄原市地域女性団体連絡協議会 

庄原市老人クラブ連合会 

庄原市ＰＴＡ連合会 

庄原格致高等学校ＰＴＡ 

庄原市民生委員児童委員協議会 

 

広島運輸支局長又はその指名

する者 

中国運輸局広島運輸支局  

一般旅客自動車運送事業者の

事業用自動車の運転手が加入

する団体の代表者 

私鉄中国地方労働組合備北交通支部  

広島県警察庄原警察署長又は

その指名する者 

庄原警察署交通課  

鉄道事業者 西日本旅客鉄道株式会社  

道路管理者 庄原市環境建設部  

観光団体の団体者 庄原観光推進機構  

商工団体の代表者 庄原商工会議所  

備北商工会  

東城町商工会  

学識経験を有する者 米子工業高等専門学校教授  

広島県の職員 広島県地域政策局地域力創造課  

市の職員 庄原市生活福祉部  

その他市長が必要と認める者 庄原市地域福祉ネットワーク会議  
 

 

 

 


